
17 

 

北九州市内におけるＳＤＧｓの認知度に関する調査 

 

片岡 寛之、小林 敏樹 

 

１． はじめに 

１－１ 調査研究の背景 

 2015 年の国連サミットにおいてＳＤＧｓが採択されて以降、日本においても各地でＳＤＧｓ

に関する取り組みが進められている。北九州市では、とくに行政を中心としてＳＤＧｓに関す

る様々な取り組みが行われており、着実に実績を積み上げつつ、同時に市民に対する普及啓発

活動も盛んに行われている状況にある。しかし、これまでの行政主導の取り組みについては、

取り組みの実績とそれに対する市民の肌感覚としての認知度のようなものに乖離があること

が多い。また、このＳＤＧｓに関する取り組みは、行政や企業や市民などの垣根なく、すべて

の主体が関われる取り組みであり、関わる必要のある取り組みである。そのため、北九州市に

おいてＳＤＧｓに関する取り組みが今後の重点的な施策として継続的に実施されることを視

野に入れたうえで、その推進のために有用な基礎的情報として、現時点では実態の把握が行わ

れていなかった、ＳＤＧｓに関する市民の理解度や認知度についての把握、分析を行うことと

した。 

 

１－２ 調査の目的 

 本調査の主な目的は、ＳＤＧｓの言葉や意味の認知度や北九州市で行われているＳＤＧｓに

関連したさまざまな取り組みの認知度の把握とＳＤＧｓに対する考え方を把握し、それらの分

析、考察を通して、今後のＳＤＧｓに関する取り組み等への示唆を得ることである。 

 

１－３ 調査の方法 

調査は、インターネットを利用した下記のアンケート調査により行った。アンケート調査で

は、北九州市内在住の方を対象として、ＳＤＧｓの認知度や、北九州市で行われているＳＤＧ

ｓに関連した取り組みについての認知度、ＳＤＧｓに対する考え方をきいており、その結果を

もとに分析、考察を行った。 

 

調査実施期間：2019 年 02 月 22 日（金） ～ 2019 年 02 月 26 日（火） 

調査方法  ：インターネット調査（民間のインターネット調査会社へ委託） 

回答者   ：北九州在住の 15 歳～74歳までの男女 1241 名 

（20～60 代は男女各 100 名、10 代と 70代は男女各 50名を目安に実施） 
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２．ＳＤＧｓに関する基礎知識 

 

 本章では、ＳＤＧｓという言葉の認知度、また、SDGs の 17 の目標についての認知度につい

て分析、考察する。 

 

２−１ ＳＤＧｓという言葉について 

（１）ＳＤＧｓという言葉の認知度 

 「あなたはＳＤＧｓという言葉を聞いたことがありますか？」との設問に対する回答をみる

と（表 1）、聞いたことがある人は約 17％とかなり低く、ＳＤＧｓという言葉の認知度が低い

ことがわかる。男女別にみると（図 1）、男性は約 20％、女性は約 15％と女性の認知度が低い。

年齢別にみると（図 1）、男性は 50代前半の認知度が最も高いものの、全体的には年齢による

ばらつきはそれほど見られない。一方、女性は、10 代と 50代後半を除くと年齢に比例して認

知度が高い傾向にあり、20～40 代の認知度アップが課題といえる。また、個人年収別にみる

と（図 2）、男女ともに、年収が上がるにつれて認知度も上がる傾向にあることがわかる。 

 

表１：ＳＤＧｓという言葉の認知度 
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図２：男女別、個人年収別にみた「SDGｓ」という言葉の認知度
(＊男性1000万以上、女性800万以上はサンプル数が5以下であるため集計からは除
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図１：男女別、年齢別にみたSDGｓという言葉の認知度
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（２）ＳＤＧｓの意味を知っているか 

 前節（1）の設問（ＳＤＧｓという言葉の認知度）において、ＳＤＧｓという言葉を「聞い

たことがある」と回答した方を対象に、ＳＤＧｓの意味の認知度について聞いた結果（表 2）、

約 60％の方から意味を知っているとの回答を得た。ＳＤＧｓという言葉自体の認知度は低い

が、ＳＤＧｓの言葉を知っている場合は、その多くが意味まで認知していることがわかる。 

 

表２：ＳＤＧｓの意味の認知度 

 

（３）ＳＤＧｓを知った時期と経緯 

 前節（1）の設問（ＳＤＧｓという言葉の認知度）において、ＳＤＧｓという言葉を「聞い

たことがある」と回答した方を対象に、ＳＤＧｓを知った時期を聞いたところ（表 3）、半数

以上が「2018 年以降」に聞いたと回答している。「2018 年以降」に加えて「2016～2017 年に

かけて」の回答者も含めると、多くの方が知った時期は、直近の 1～2 年程度の間であること

がわかる。 

 また、どういった手段でＳＤＧｓのことを知ったのかを聞いたところ（表 4）、「新聞・雑誌」

と「ＴＶのニュース」が約 40％となり、従来型のメディアによって知った方が多いことがわ

かった。それらに次いで「ネットのニュース」、「会社の研修等」、「講演会・イベント等」、「各

種会議」の順となっている。研修、講演会、イベント等によって知るケースもみられたことか

ら、研修、講演会、イベント等の必要性もある程度確認できた。年齢別にみると（図 3）、10

代は約 90％が「学校の授業等」をあげている。20代前半は「新聞・雑誌」を 60％以上の方が

選択し、一方で他の手段は 10％台であることは特徴的である。20代後半から 30代前半にかけ

ては「ＳＮＳ」の割合が高く、30 代以上は「ＴＶのニュース」の割合が高くなる傾向にあり、

30 代から 40 代にかけては「ネットのニュース」の割合も他の年齢に比べて高い傾向にある。

さらに 40代から 50代にかけては「会社の研修等」の割合が高くなる傾向もみられる。 

 

表 3：「ＳＤＧｓ」を知った時期について 
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表４：「ＳＤＧｓ」を知った手段について 
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図３：年齢別にみた「ＳＤＧｓ」を知った手段

新聞・雑誌 TVのニュース ネットのニュース

SNS 講演会・イベント等 会社の研修等

学校の授業等 各種会議 その他
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２−２ ＳＤＧｓの 17 の目標について 

（１）ＳＤＧｓの 17 の目標に対する認知度 

 ＳＤＧｓの 17 目標（テーマ）について知っているものを聞いたところ（表 5）、「貧困をな

くそう」が約 70％ともっとも多く、そのほか半数以上の方が選択した目標を順に挙げると、「飢

餓をゼロに」、「住み続けられるまちづくりを」、「すべての人に健康と福祉を」、「ジェンダー平

等を実現しよう」となっている。一方、回答数が低い（30％代前半）目標をみると、「つくる

責任 つかう責任」、「陸の豊かさを守ろう」、「パートナーシップで目標を達成しよう」、「産業

と技術革新の基盤をつくろう」となっている。 

 以上より、貧困、健康、福祉、まちづくりなど身近な目標が比較的多くの方に認知されてお

り、一方、目標からその内容がややわかりにくいものや身近な内容でない目標はあまり知られ

ていない傾向にあることがわかった。 

 

表５：ＳＤＧｓの 17 の目標（テーマ）についての認知度 
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（２）ＳＤＧｓの 17 の目標に対する興味・関心 

 次に、ＳＤＧｓの 17の目標のなかで、とくに興味・関心があるものをみると（表 6）、まず

全体的に回答率が低いことがわかる。その中で回答の多い目標をあげると、「すべての人に健

康と福祉を」、「貧困をなくそう」が約 30％の方が選択している。約 20％の回答率の目標をあ

げると「住み続けられるまちづくりを」、「飢餓をゼロに」、「安全な水とトイレを世界中に」が

あげられる。一方 5％以下の低い回答率の目標をあげると、「パートナーシップで目標を達成

しよう」、「陸の豊かさを守ろう」、」「つくる責任 つかう責任」となっている。また、男女別

にみると（図 4）、「すべての人に健康と福祉を」、「住み続けられるまちづくりを」、「貧困をな

くそう」の 3 つの目標において、女性の選択率が男性に比べて５％以上高い傾向がみられる。

一方、男性は、「すべての目標（テーマ）に興味関心がない」の項目の選択率が女性を大きく

上回っている。 

 以上より、ＳＤＧｓの目標に対する興味関心は、前述のＳＤＧｓの 17 の目標に対する認知

度の回答と同様の傾向がみられ、身近な目標への興味関心が高いことがわかった。また、男性

に比べて女性のほうが、ＳＤＧｓの言葉の認知度は低かったものの（図 1）、具体の目標につ

いての興味関心は女性のほうが男性を上回る傾向にあることから、女性に対してＳＤＧｓの広

報、普及啓もう活動を積極的に進めることが、さらなるＳＤＧｓの動きや展開につながるので

はないかと推測される。 

 

表６：ＳＤＧｓの 17 の目標についての興味・関心 
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２−３ まとめ 

 2 章では、ＳＤＧｓの言葉の認知度、17の目標の認知度について把握した。ＳＤＧｓの言葉

についての認知度は低く、認知している場合でもこの 1～2 年の間で知った方が大半であるこ

とがわかった。ＳＤＧｓを知る手段としては、新聞、雑誌、テレビや講演会、研修等の従来型

のメディアや従来型の周知、広報手段が有効であることも確認できた。また、年齢層によって

知る手段に違いがみられることから、年齢層に応じた手段、方法で広報活動等を行うことが望

ましいこともわかった。そして、17 の目標については、生活に密着した目標、身近な目標に

ついての関心が高く、一方、内容が不明確な目標や産業などの身近でない目標については関心

が低いことがわかった。今後は、ＳＤＧｓの言葉の普及だけでなく、興味関心の割合が低かっ

た目標についての普及、広報活動等が望まれる。 
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図４：男女別にみたＳＤＧｓの17の目標についての興味・関心
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３．北九州市におけるＳＤＧｓに関する取り組み状況 

 

本章では、北九州市におけるＳＤＧｓに関するさまざまな取り組みの認知度とそれらを知っ

た方法についてみていく。 

 

３−１ 北九州市の取り組み、実績について 

（１）ジャパンＳＤＧｓアワード「ＳＤＧｓパートナーシップ賞（特別賞）」受賞について 

 ジャパンＳＤＧｓアワードは、ＳＤＧｓ達成に向けた企業・団体等の取り組みを促し、オー

ルジャパンの取り組みを推進するために、2017 年 6 月の第 3 回ＳＤＧｓ推進本部において創

設が決定された。ＳＤＧｓ達成に資する優れた取り組みを行っている企業・団体等を、ＳＤＧ

ｓ推進本部として表彰するものであり、ＮＧＯ・ＮＰＯ、有識者、民間セクター、国際機関等

の広範な関係者が集まるＳＤＧｓ推進円卓会議構成員から成る選考委員会の意見を踏まえて

決定される。これまでに、2回表彰が行われており、北九州市は、2017 年の第 1回ジャパンＳ

ＤＧｓアワードにおいてＳＤＧｓパートナーシップ賞（特別賞）を受賞している（図 5）。 

本節では、北九州市が受賞したＳＤＧｓパートナーシップ賞（特別賞）の認知度をみると（表

7）、「知っている」は約 9％であり、ほとんどの市民は知らないことがわかった。この情報を

知った方法としては（表 8）、「ＴＶのニュース」、「新聞・雑誌」が多いことがわかった。 

 

図５：北九州市が受賞したＳＤＧｓパートナーシップ賞の内容（出典：JAPAN SDGs Action Platform） 
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表７：ジャパンＳＤＧｓアワード「パートナーシップ賞（特別賞）」受賞について 

 

 

表８：ジャパンＳＤＧｓアワード「パートナーシップ賞（特別賞）」受賞を知った方法 
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（２）「ＳＤＧｓ推進に向けた世界のモデル都市」選定について 

 ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）がＳＤＧｓ推進に向けた世界のモデル都市として、世界から

10～12 程度のモデル都市を選定している。2018 年にアジア地域で初めて、北九州市が選定さ

れた。今後はモデル都市を対象として調査・分析・評価を行い、都市・地域レベルの取組みを

世界中に広げていくためのプロジェクトを実施することとしている。2018 年 4 月現在、北九

州市以外では、ボン市（ドイツ）、トスカーナ州（イタリア）、フリウリ=ヴェネツィア・ジュ

リア州（イタリア）、南デンマーク地方（デンマーク）、コルドバ州（アルゼンチン）が選定さ

れている。 

 本節では、この「ＳＤＧｓ推進に向けた世界のモデル都市」選定の認知度をみると（表 9）、

その認知度は、約 10％とかなり低いことがわかった。また、この選定を知った方法としては

（表 10）、「ＴＶのニュース」、「新聞・雑誌」が多いことがわかった。 

 

表９：「ＳＤＧｓ推進に向けた世界のモデル都市」選定についての認知度 

 

 

表１０：「ＳＤＧｓ推進に向けた世界のモデル都市」選定を知った方法 
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（３）「ＳＤＧｓ未来都市」選定について 

 ＳＤＧｓ未来都市は、2018 年に内閣府が自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた優れた取り

組みを提案する都市として 29 都市を選定した事業である（図 6）。北九州市もその 29 都市の

一つに選定されている。 

 本節では、その「ＳＤＧｓ未来都市」選定の認知度をみると（表 11）、その認知度は約 10％

と低いことがわかった。また、「ＳＤＧｓ未来都市」選定を知った方法は（表 12）、「ＴＶのニ

ュース」、「新聞・雑誌」が高い割合を示している。 

 

図６：ＳＤＧｓ未来都市、自治体ＳＤＧｓモデル事業の概要(出典：内閣府ホームページ) 

 

 

表１１：「ＳＤＧｓ未来都市」選定の認知度 
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表１２：「ＳＤＧｓ未来都市」選定を知った方法 

 

 

（４）地域エネルギー次世代モデル事業について 

地域エネルギー次世代モデル事業は、北九州市が独自に実施する事業である。この事業が内閣

府の「自治体ＳＤＧｓモデル事業」に選定されている。本節では、この地域エネルギー次世代

モデル事業の認知度をみると（表 13）、約 20％が「知っている」と回答している。知った方法

としては（表 14）、「ＴＶのニュース」が半数を超え、次いで「新聞・雑誌」が多い。 

次に、「知っている」と回答した方を対象に、本事業が内閣府の「自治体ＳＤＧｓモデル事業」

に選定されたことの認知度について聞いたところ（表 15）、約 40％の方が「知っている」と回

答しており、比較的認知度が高いことがわかる。「自治体ＳＤＧｓモデル事業」に認定された

ことを知った方法としては（表 16）、「ＴＶのニュース」、「新聞・雑誌」を約半数の方が選択

している。 

 

表１３：地域エネルギー次世代モデル事業の認知度 
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表１４：地域エネルギー次世代モデル事業を知った方法 

 

 

表１５：同事業が内閣府の「自治体ＳＤＧｓモデル事業」に選定されたことの認知度 

 

 

表１６：同事業が内閣府の「自治体ＳＤＧｓモデル事業」に選定されたことを知った方法 
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（５）「ＳＤＧｓ未来都市計画」の策定について 

 ＳＤＧｓ未来都市計画は、ＳＤＧｓ未来都市が今後３か年の取り組みを具体化した計画とし

て策定するものであり、北九州市も 2018 年 8 月に策定している。本節では、「ＳＤＧｓ未来都

市計画」の策定についての認知度をみると（表 17）、認知度は約 10％と低いことがわかった。

また、「ＳＤＧｓ未来都市計画」を知った方法としては（表 18）、「ＴＶのニュース」、「新聞・

雑誌」が多いことがわかった。 

 

表１７：「ＳＤＧｓ未来都市計画」策定の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１８：「ＳＤＧｓ未来都市計画」策定を知った方法 
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３−２ 北九州市内の各種団体および取り組みについて 

（１）「北九州市ＳＤＧｓ協議会」について 

 北九州市ＳＤＧｓ協議会は、ＳＤＧｓの達成のために学識者や経済

団体、市民の代表から結成された組織であり、「ＳＤＧｓ未来都市計

画」をはじめ、ＳＤＧｓ推進に向けた取り組みなどに助言する役割を

担っている。 

本節では、この「北九州市ＳＤＧｓ協議会」の認知度をみると（表 19）、

認知度は約 6％と非常に低いことがわかった。また、「北九州市ＳＤＧ

ｓ協議会」を知った方法としては（表 20）、「ＴＶのニュース」、「新聞・

雑誌」が多いことがわかった。 

 

 

 

表１９：「北九州市ＳＤＧｓ協議会」の認知度 

 

 

表２０：「北九州市ＳＤＧｓ協議会」を知った方法 

 

図 7：北九州市ＳＤＧｓ協
議会と北九州ＳＤＧｓクラ
ブの概要 
(出典：北九州市ホームペー
ジ) 
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（２）「北九州ＳＤＧｓクラブ」について 

 北九州ＳＤＧｓクラブは前節の北九州市ＳＤＧｓ協議会に関連した組織であり、ＳＤＧｓに

関連する活動の促進を目的に、市民や企業。団体(ＮＰＯ等)などが交流している(図 7)。本節

では、この「北九州ＳＤＧｓクラブ」の認知度をみると（表 21）、認知度は約 4％と極端に低

いことがわかった。また、この「北九州ＳＤＧｓクラブ」を知った方法をみると（表 22）、他

の認知度と同様に「ＴＶのニュース」、「新聞・雑誌」が多いものの、「ネットのニュース」も

比較的高い割合を示していることがわかった。 

 

表２１：「北九州ＳＤＧｓクラブ」の認知度 

 

 

表２２：「北九州ＳＤＧｓクラブ」を知った方法 
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（３）「環境首都北九州ＳＤＧｓアワードＥＳＤ表彰」について 

環境首都北九州ＳＤＧｓアワードＥＳＤ表彰は、ＥＳＤ活動者の意欲の向上を図り、北九州

市のＥＳＤ推進をより一層発展させることを目的とし、2018 年に北九州市と北九州ＥＳＤ協

議会により創設された。第 1回の表彰では、4団体が表彰されている。 

 本節では、この「環境首都北九州ＳＤＧｓアワードＥＳＤ表彰」の認知度についてみると（表

23）、その認知度は、６％とかなり低いことがわかった。また、この「環境首都北九州ＳＤＧ

ｓアワードＥＳＤ表彰」を知った方法としては（表 24）、「ＴＶのニュース」、「新聞・雑誌」、

「ネットのニュース」の順に高い割合を示している。 

 

表２３：「環境首都北九州ＳＤＧｓアワードＥＳＤ表彰」の認知度 

 

 

表２４：「環境首都北九州ＳＤＧｓアワードＥＳＤ表彰」を知った方法 
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（４）「ＳＤＧｓ商店街を目指す宣言」について 

「ＳＤＧｓ商店街を目指す宣言」とは、北九州市がＯＥＣＤより「ＳＤＧｓ推進に向けた世

界のモデル都市」に認定されたことをきっかけに、魚町商店街が北九州ＥＳＤ協議会と連携し

て行っている取り組みである。本節では、この「ＳＤＧｓ商店街を目指す宣言」についての認

知度をみると（表 25）、認知度は約 6％と非常に低いことがわかった。また、この「ＳＤＧｓ

商店街を目指す宣言」を知った方法については（表 26）、他の取り組みについての認知方法（手

段）と比べて「ＴＶのニュース」の割合が高く、「新聞・雑誌」が低いことから、「ＴＶのニュ

ース」による影響が大きかったことが考えられる。 

 

表２５：「ＳＤＧｓ商店街を目指す宣言」の認知度 

 

 

表２６：「ＳＤＧｓ商店街を目指す宣言」を知った方法 
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３−３ まとめ 

 3 章では、北九州市におけるＳＤＧｓに関するさまざまな取り組みの認知度とそれらを知っ

た方法について、その実態を把握した。前半は北九州市の取り組みや実績についての認知度を、

後半は北九州市内の各種団体および取り組みについての認知度をみたが、総じて、認知度は低

い傾向である。特に、北九州市内の各種団体や取り組みについては、北九州市の取り組みや実

績以上に認知度が低い傾向にある。また、認知する手段として、テレビ、新聞、雑誌等の従来

型のメディアの影響が強いこともわかった。   

ＳＤＧｓに関連した各種の取り組みや団体等は、策定や設立して間もないものが多いため、今

回の結果のみで評価することは難しいが、やはりより積極的な取り組みや広報、普及啓発活動

等が必要であろう。また、テレビ、新聞だけでなく、ネットやＳＮＳなどの積極的な活用によ

る活動等も必要であると考える。 
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４．勤務先等におけるＳＤＧｓに関する取り組み状況 

 

 本章では、地域や企業における取り組みの実施状況について把握する。具体的には、町内会

や自治会、市民団体やＮＰＯなどにおける取り組みに対する認知度、勤務先や学校等での取り

組みの実施状況と、認知度についてのアンケート結果をもとに、その現況についてまとめる。 

 

４−１ 町内会等での取り組みに対する認知度 

 まず、「その他、町内会や自治会、市民団体やＮＰＯなどでＳＤＧｓに取り組んでいる事例

を知っていますか。」という設問に対する回答（表 27）をみると、「知らない（1,185 件）」と

答えた人がほとんどで、全体の 95%を超える結果となった。 

 

表 27：町内会等での取り組みに対する認知度 

 

 

 次に、「知っている」と答えた人に対する「その実施主体、取り組んでいる内容等を教えて

ください」という設問に対する自由回答（表 28）について見てみると、前章で触れた内容に

関連した回答が一部見られたものの、全体的には具体性に欠ける内容のものが多く、ＳＤＧｓ

との関連性についても曖昧な回答が多い印象を受けた。 

 以上のことから、町内会等での取り組みに対する認知度は極端に低いという状況にあること

が分かった。ただし、この結果については、町内会や自治会等において実際にＳＤＧｓに関す

る取り組みがあまり実施されていないことが要因である可能性も高いと考えられる。 
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表 28：自由回答一覧（町内会等でＳＤＧｓに取り組んでいる事例について） 
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４−２ 勤務先や学校等での取り組みの実施状況 

 まず、「あなたの勤務先や学校等ではＳＤＧｓに関する取り組みを実施していますか。」とい

設問に対する回答（表 29）をみると、「分からない（465 件）」という答えが最も多く、全体の

5 割を超え、次いで「実施していない（330 件）」という答えが 4割近くを占める結果となった。

その一方で、「実施している（41 件）」と「検討中である（32件）」については、あわせても 1

割に満たない状況であることが分かった。 

 

表 29：勤務先や学校等での取り組み状況 

 

 

 次に、「具体的にはどのような取り組みを行っていますか（予定、検討中も含む）。（いくつ

でも）」という設問については、表 30 に示すとおり、「勉強会・研修会の実施もしくは参加（26

件）」という回答が最も多く全体の 6 割強を占め、「17 の目標と業務内容のひも付け（19 件）」

や「CSR や広報の一環で言葉を利用（16 件）」などの答えがそれに次ぐ結果となった。また、

「17の目標の 1つを事業化（11件）」をはじめ、事業として具体的なアクションを起こす段階

にあるのは 3割にも満たない状況であることが分かった。 

 

表 30：勤務先や学校等における具体的な取り組み内容 

 
以上のことから、勤務先や学校等ではＳＤＧｓに関する取り組みがほとんど実施されておら

ず、全体的にはこれから取り入れるための勉強をはじめるといった段階にあるといえる。 
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４−３ 企業等での取り組みに対する認知度 

 まず、「ＳＤＧｓに取り組んでいる企業等を知っていますか。」という設問に対する回答（表

31）をみると、「知らない（1,170 件）」と答えた人が圧倒的に多く、全体の約 94％を占める結

果となった。 

 

表 31：企業等での取り組みに対する認知度 

 

 

 

 次に、「具体的な企業名、取り組んでいる内容を教えてください。」という設問に対する自由

回答（表 32）について見てみると、北九州市内に本社を置く企業の名称が多く挙げられてい

るが、取り組みの内容についての明確な回答はあまり見られなかった。 

 以上のことから、企業等での取り組みに対する認知度は極端に低い状況にあるといえる。こ

の主な要因は、前節同様に、実際ＳＤＧｓに取り組んでいる企業が少ないという状況にあると

考えられるが、自由記述の内容も踏まえると、ＳＤＧｓに対する一般的な理解度やイメージ、

企業側が発信する情報の質という面にも課題があると推察される。 
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表 32：ＳＤＧｓに取り組んでいる具体的企業名と取り組み内容（自由記述） 

 
 

４−４ まとめ 

 本章では、地域や企業等における取り組みの実施状況とその認知度について把握した。その

結果、ＳＤＧｓに関する地域の団体やＮＰＯ等での取り組みに対する認知度は極端に低く、関

心も低い状況にあることが分かった。また、ＳＤＧｓに関する取り組みは、勤務先や学校等で

もほとんど実施されておらず、ごく一部の実施や検討段階にある企業等における取り組みとし

ては、勉強会や研修会の実施が多く、本格的な導入前の段階にあると考えられる。 
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５．ＳＤＧｓに対する考え方と意識 

５−１ ＳＤＧｓに対する現在の考え方や関わり方 

（１）単純集計結果 

 「あなた自身のＳＤＧｓに対する考え方や関わり方について、あてはまるものを選んでくだ

さい。（いくつでも）」という設問に対する回答を集計すると表 33 のようになる。 

 その結果をみると、最も多かったのが「特になし（50.4％）」という回答で、「ＳＤＧｓには

あまり興味・関心がない（18.4％）」という回答がそれに次いで多く、個人レベルではこれら

を合わせた 7割近い人が無関心に近い意識であると考えられる。その一方で、何かしらの関心

があると考えられる回答の中では、「ＳＤＧｓの考え方に共感している（15.3％）」、「今後ＳＤ

Ｇｓが重視される世の中になると考えている（11.9％）」といった回答が多かった。 

 

 

表 33：ＳＤＧｓに対する考え方や関わり方 
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（２）属性別クロス集計結果 

①性別と考え方について 

 性別によるＳＤＧｓに対する考え方の差を比較するためにクロス集計（表 34）を行った。

その結果、男女ともに全体の約 7割は無関心に近い意識であるが、何かしらの関心を持ってい

る残りの３割について見てみると、どの項目においても男女間で目立った意識の差は見られな

かった。ただし、「ＳＤＧｓの考え方に共感している」や「今後、ＳＤＧｓが重視されるよう

な世の中になると考えている」という点については、男性の意識の方がやや高いといえる。 

 

 

表 34：クロス集計（性別×ＳＤＧｓに対する考え方） 
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②年齢と考え方について 

 ＳＤＧｓに関する年齢別の考え方の違いを把握するためにクロス集計（表 35）を行った。

年齢別にみると、「ＳＤＧｓにはあまり興味・関心がない」と回答した割合は、20 代前半

（37.0％）、20 代後半（26.8％）、30 代前半（26.2％）、30 代後半（21.9％）において高いと

いう点が目立つ結果となった。一方、何かしらの興味・関心を持っている人に着目すると、「Ｓ

ＤＧｓの考え方に共感している」と答えた割合が高いのが10代（21.0％）、30代前半（22.4％）、

50 代前半（20.5％）、60 歳以上（21.2％）であること、「今後、ＳＤＧｓが重視される世の中

になると考えている」と答えた割合が比較的高いのが 10 代（16.1％）と 60 歳以上（18.8％）

であることなどが特徴的である。 

 

表 35：クロス集計（年齢×ＳＤＧｓに対する考え方） 
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③個人年収と考え方について 

 個人年収と意識の関係（表 36）について見てみると、年収 600 万円を超える層において「Ｓ

ＤＧｓの考え方に共感している」や「今後、ＳＤＧｓが重視される世の中になると考えている」

と回答した人の割合が比較的高くなる傾向にあることが分かる。また、年収 800〜1,000 万未

満の人は「ＳＤＧｓに興味関心を持ち、自ら積極的に調べている（18.5％）」と答えた比率が

他の層と比べて高いことなどが特徴的である。 

 

表 36：クロス集計（個人年収×ＳＤＧｓに対する考え方） 
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④職業と考え方について 

 職業別（表 37）に見てみると、「ＳＤＧｓの考え方に共感している」と答えた割合が比較的

高いのは公務員（25.6％）や自由業（25.0％）、「今後、ＳＤＧｓが重視される世の中になると

考えている」と答えた割合については公務員（17.7％）、会社員（事務系）（15.3％）、専業主

婦（主夫）（14.7％）などが上位を占めていることが分かる。 

 また、「ＳＤＧｓに興味関心を持ち、自ら積極的に調べている」と答えた割合も公務員（11.3％）

が他の職業と比べて高くなっているが、その一方で「ＳＤＧｓにはあまり興味・関心がない」

と答えた割合が 24.2％を占めるなど、他の職業と比べて意識の差がある程度明確に分かれて

いる。なお、母数は少ないものの自由業においても同様の傾向が見られる。 

 

表 37：クロス集計（職業×ＳＤＧｓに対する考え方） 
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⑤年齢性別と考え方について 

 年齢性別と意識の関係（表 38）について見てみると、「ＳＤＧｓにはあまり興味・関心がな

い」と答えた割合が最も高いのが 20 代女性（35.1％）であり、30 代男性（26.5％）、20 代男

性（24.4％）、30 代女性（20.4％）も 2 割を超える結果となった。その一方で、「ＳＤＧｓの

考え方に共感している」と答えた人の割合は、60 代女性（24.6％）が最も高く、10 代女性（23.8％）

や 60男性（21.4％）がそれに次ぐ結果となった。また、「今後、ＳＤＧｓが重視されるよう世

の中になると考えている」と答えた人の割合が高いのは、60 代男性（21.4％）や 70 代女性

（21.7％）であった。 

 

表 38：クロス集計（年齢性別×ＳＤＧｓに対する考え方） 

 

 

（３）ＳＤＧｓに対する考え方の傾向 

 本節では、ＳＤＧｓに対する現在の考え方や関わり方にどのような傾向があるのかを把握し

た。その結果、全体的には、無関心に近い人がかなり多い状況にあることが分かった。 

 また、属性別の傾向として、年代別では 20〜30 代における関心度がとくに低く、職業別で

は公務員や自由業において意識の差がある程度明確に現れる結果となった。その一方で、10

代や 60 代以上の年代はＳＤＧｓに対する意識が高いことが分かった。 

 以上を踏まえると、20〜30 代への普及啓発が課題だといえるが、中長期的な視点では、中

高生をはじめとした若年層に対する教育効果が高いと考えられる。 
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５−２ ＳＤＧｓに関する今後のアクションについて 

（１）単純集計結果 

 まず、「あなたは、今後、ＳＤＧｓに関して何らかのアクションを起こしたいと思いますか。」

という設問に対する回答を集計（表 39）した結果、はい（271 件）と答えた人は全体の 2割程

度であり、分からない（727 件）と答えた人が 6割近くを占めていることが分かった。 

 次に、「17 の目標のうち、どの目標（テーマ）についてのアクションを起こしたいですか。

（いくつでも）」という設問に対する回答を集計すると表 40のようになった。全体的に見てみ

ると、ほとんどの項目について 2 割を超える人が選択していたが、「パートナーシップで目標

を達成しよう（26 件）」のみ 1割未満という結果となった。項目別に見てみると、最も多かっ

たのが、「すべての人に健康と福祉を（39.5％）」で全体の約 4 割を占め、それに次いで、「住

み続けられるまちづくりを（35.4％）」、「貧困をなくそう（30.6％ ）」、「質の高い教育を

みんなに（28.8％）」、「海の豊かさを守ろう（27.3％）」という項目を選択した人が多かった。 

 さらに、「具体的にはどのようなアクションですか。（いくつでも）」という設問に対する回

答を集計（表 41）した結果、「日常生活においてＳＤＧｓを意識した行動をとりたい（59.0％）

件」」と答えた人が約 6 割と最も多く、それに次いで「ＳＤＧｓに関係のあるような活動に参

加・協力したい（39.5％）」、「ＳＤＧｓに関係のあるような商品やサービスを選びたい（37.3％）」

と答えた人が 4 割近くを占めていた。それに対して、「勤務先や学校等においてＳＤＧｓに関

する取り組みをはじめたい（11.8％）」や「ＳＤＧｓに関係のあるような企業の株を買ったり、

投資したりしたい（10.3％）」というアクションに対する意向は低い結果となった。 

つまり、日常的に個人レベルで比較的取り組みやすいことからはじめようという意識が強いと

考えられる。 

 以上のことから、前提条件として具体的なアクションを起こすことに対する明確な意志を持

っていない人が多いものの、17 の目標の中では日常生活との関連性がイメージしやすい項目

に対するアクション意向が強く、具体的には身近なことから取り組みたいと考えている人が多

い傾向にあるといえる。 

 

表 39：ＳＤＧｓに関するアクション意向 
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表 40：17 の目標に対するアクション意向（複数回答） 

 

 

表 41：具体的なアクション 
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（２）属性別クロス集計結果 

①性別とアクション意向について 

 男女別のＳＤＧｓに関するアクション意向（表 43）を集計した結果、あまり目立った差は

見られなかったが、「いいえ」と答えた男性の割合（24.4％）が女性の割合（14.8％）よりも

1 割程度高いことが分かった。 

 

表 43：クロス集計（性別×ＳＤＧｓに関するアクション意向） 

 

 

②年齢とアクションについて 

 年齢別のＳＤＧｓに関するアクション意向（表 44）を見てみると、10代（30.6％）から 20

代前半（34.2％）におけるアクション意向が 3割を超えるなど、他の年齢層と比べて意識が高

い状況にあることが分かる。 

 

表 44：クロス集計（年齢×ＳＤＧｓに関するアクション意向） 
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③個人年収とアクションについて 

 個人年収別にＳＤＧｓに関するアクション意向を比較した結果（表 45）、「はい」と答えた

人の割合が最も高いのは、年収 600〜800 万未満（31.9％）の層で、年収 800〜1,000 万未満

（29.6％）の層がそれに次いで高いことが分かった。その一方で、母数は少ないものの、年収

1,000 万を超える層ほど「いいえ」と答えた割合が高くなっていることから、ある一定の年収

を超えると具体的アクションに対する意識が低くなる傾向にあると言える。 

 

表 45：クロス集計（個人年収×ＳＤＧｓに関するアクション意向） 
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④職業とアクションについて 

 職業別のＳＤＧｓに関するアクション意向（表 46）を比べてみると、「はい」と答えた割合

が最も高いのが学生（34.1％）で、会社員（事務系）（32.1％）や公務員（29.0％）がそれに

次ぐ結果となった。その一方で、「いいえ」と答えた割合が 3 割以上を占めたのが自由業

（37.5％）、経営者・役員（36.8％）、会社員（技術系）（30.0％）であった。 

 

表 46：クロス集計（職業×ＳＤＧｓに関するアクション意向） 
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⑤年齢性別とアクションについて 

 年齢性別にＳＤＧｓに関するアクション意向（表 47）を比較した結果、「はい」と答えた割

合が高かったのは 10 代女性（33.3％）、20代男性（30.2％）、60代女性（29.8％）、60代男性

（29.1％）であり、3 割前後を占めていることが分かった。その一方で、「いいえ」と答えた

人の割合については、年代に関わらず男性が多く、そのほとんどが 2割を超えている状況にあ

る。また、「いいえ」と答えた 10 代女性（4.8％）の割合が極端に低い点も特徴的である。 

 

表 47：クロス集計（年齢性別×ＳＤＧｓに関するアクション意向） 

 

 



54 

 

（３）今後のアクションについての傾向 

 本節では、ＳＤＧｓに関する今後のアクションについて、その意向や具体的内容にどのよう

な傾向があるのかを把握した。 

 まず、全体的には、ＳＤＧｓに関するアクション意向を持つ人は少数であり、どちらかとい

うと何をしたらよいのか分からないという状態の人が多い状況にあることが分かった。また、

具体的なアクションに関しては、日常生活との関連性がイメージしやすい項目に対する意向が

強く、身近なところから取り組みたいと考えている人が多かった。 

 次に、属性別に見てみると、年代別では 10代や 20 代のアクション意向が強く、職業別では

学生や公務員、事務系の会社員のアクション意向が強いことが分かった。その一方で、職業別

に見た際に、経営者・役員の意識がかなり低かったのが特徴的である。 

 

５−３ まとめ 

 本章では、ＳＤＧｓに関する考え方や意識、今後のアクションについての意向を把握した。 

その結果、現状の意識としては無関心に近い人がかなり多くを占める状況にあるものの、10

代の関心が高いことが分かった。また、今後のアクション意向の面では、10 代や 20代の意識

が高いことや、職業によって意識の差が見られることなどが分かった。 

 以上のことから、若い世代に対する教育効果が高いと考えられるため、若年層の教育と活動

に対するサポートを重点的に実施することで、ＳＤＧｓに関する主体的な活動が広まる可能性

が高くなると考えられる。ただし、その一方で、母数は少なかったものの、企業における取り

組みを推進していくうえでは、経営陣への意識啓発が課題だと言える。 
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６．おわりに 

６−１ 調査結果のまとめ 

 ２章では、基礎知識という意味で、ＳＤＧｓという言葉や 17 の目標に対する認知度や興味

関心について考察した。その結果、ＳＤＧｓという言葉に対する認知度は低く、認知している

場合でも、この１〜２年で知ったケースが大半を占めていることが分かった。また、17 の目

標については、生活に密着した目標や身近な目標についての関心が高いことが分かった。 

 ３章では、北九州市におけるＳＤＧｓに関する様々な取り組みに対する認知度についての実

態把握を行った。その結果、北九州市の取り組みや実績、市内の各種団体における取り組みの

実績ともに、総じて認知度が低い状況にあり、認知の手段としては、テレビ、新聞、雑誌等の

従来型メディアの影響が強いことが分かった。 

 ４章では、地域や企業等におけるＳＤＧｓに関する取り組みの実施状況とその認知度につい

て、実態を把握した。その結果、取り組みに対する認知度は極端に低く、関心も低い状況にあ

ることが分かった。また、勤務先や学校等においてＳＤＧｓに関する取り組みが実施されてい

るケースはごく僅かであり、検討段階や実施段階にある一部の企業等においても、勉強会や研

修会の実施といったものが多く、本格的な導入前の段階にあると言える。 

 ５章では、ＳＤＧｓに関する個人の考え方や意識、今後のアクションについての意向を把握

した。その結果、10 代の関心の高さが特徴的であったが、全体的には無関心に近い人がかな

り多くを占めていることが分かった。また、今後のアクションについては、10代や 20代の意

識の意識が高く、職業によって意識の差が見られることが分かった。 

 

６−２ 今後に向けて 

 以上を踏まえると、北九州市内におけるＳＤＧｓの認知度向上や取り組みの推進に向けた展

望や課題として、次のようなことが考えられる。 

 まず、基礎知識という面については、身近な生活と関連づけて、年齢層に応じた手段や方法

で広報活動を行うことが望ましいと考えられる。 

 次に、北九州市や各種団体における取り組みに対する認知度の面で、実績と比べて認知度が

かなり低い傾向にあり、企業等での取り組みについては、ごく一部の企業が導入段階にある状

態であるということを踏まえると、単純な広報活動にとどまらず、多様な主体を巻き込みなが

ら取り組みを実施するなど、取り組みの実施と普及啓発をセットにしたプロセスをデザインす

ることが求められる。 

 さいごに、ＳＤＧｓに関する意識や今後のアクション意向を踏まえると、若い世代に対する

教育効果が高いと考えられるため、若年層への教育と活動に対するサポートを重点的に実施す

ることが重要だと言える。 
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